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研究成果の概要（和文）：事業者間取引において公平性を確保するための規制及び法制度（公共調達，競争法適
用免除制度）等を，比較法的検討を行いつつ研究調査した上で，その成果を論文・学会報告の形で公表した。自
営的就労者の法的保護について，労働組合，協同組合等の共同行為規制及び使用者・役務提供を受ける者に対す
る独占禁止法上の単独行為規制を用いる方策を国際共同研究を通じて模索した。これらの研究を通じて，日本独
占禁止法の不公正な取引方法の比較法的位置づけについて一定の結論を得て，これを踏まえた著書を執筆し公刊
した。執行手続上の課題についても示唆を得た上で，その成果の一部を共著論文等としてまとめて公表した。

研究成果の概要（英文）：Achieving fairness in business to business (B2B) transactions has been one 
of the fundamental goals of Antimonopoly Law (AML) in Japan. The KAKENHI (JSPS) research project has
 studied how and the extent to which achieving this goal should be possible under AML and other 
legislation, particularly that relating to public procurement. The outcomes of the research have 
been published and presented at academic conferences and study meetings. One of the issues which 
achieved prominent focus in the research was the protection of self-employed workers and collective 
approaches such as through unions and co-ops; additionally, AML regulation of abuse of a bargaining 
position was considered in this context. The series of studies led to a re-evaluation of unfair 
trading practice regulation and the fining system under the AML and the outcomes have also been 
published in book format. 

研究分野：経済法

キーワード： 優越的地位の濫用　不公正な取引方法　交渉力の格差　自営的就労者　フリーランス　独占禁止法　競
争法

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
従来から個人事業主，一人親方，フランチャイジー，フリーランス等，交渉力を欠き，経済的社会的にも不利な
地位に立つことの多い事業者をいかにどの程度保護すべきか，またこのような問題に対して独占禁止法及び競争
政策がどのような関係に立つべきかは学術的にも実際上も重要な問題であった。いわゆる「雇用にならない働き
方」やギグワーカーと称される労働・役務提供の社会的政策的重要性が増すようになり，この問題はさらに深刻
なものとなっている。一連の研究成果は，これらの問題について解決の方向性を探求し明らかにするものであ
る。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 市場における競争の深化とグローバル化が進む中で，事業者間取引における交渉力格差は一層
拡大し，この交渉力格差を背景として，大規模小売業者による納入業者に対する抑圧的行為，
大手製造業者の海外移転をも背景とする下請事業者に対する不当過大な要請，建設業者による
経済的従属的地位にある小規模事業者に対する搾取的行為などの問題が深刻となっていた。こ
れら問題に対しては，独占禁止法，下請法，建設業法などによる事業者に対する規制により対
処がはかられることになっていたが，当時の現状を見る限り，これらの規制が有効に働いてい
るとは言い難い状態にあった。 
 これに対して，諸外国，なかでも欧州／ＥＵにおいては，取引関係上劣位にある者が民事訴
訟を通じて契約条項及び契約締結・履行上の公正性を追及することを期待することは，報復を
受けるおそれがあることから現実的でなく，公的介入の必要性があることが認識されるように
なってきており，英国，フランスなどでは，食品分野を中心として，この方向での立法ないし
法改正が現実に行わるようになりつつあった。もっとも，このような動きが EU及び加盟国の
競争法とどのような関係に立っていくかは明らかではない状態にあった。また，このような動
きから日本の独禁法がどのような示唆を得られるかは十分に吟味されていない状況にあった。 
 
２．研究の目的 
 上記のような状況に鑑みて，本研究は，ＥＵ及び加盟国における事業者間の不公正取引に対
する競争法その他法律に基づく規制と公的執行システムとの比較法研究に基づいて，日本にお
ける一連の問題現象を解析し，独占禁止法，下請法など関係する法律上の諸問題について研究
調査することにより事業者間取引の公正性確保に向けた法システムの確立を目指した。なかで
も日本において従来から行われてきた事業者間不公正取引の公的規制にかかる研究とその限界
を明らかにした上で，日本において実際に生じている事業者間不公正取引の有効な規制及び関
係する法制度の在り方を①原理，②関係規定の解釈，③法執行システムの３つの側面から総合
的に検討し，国際的に通用する形で提示しようとすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 着手当初は，ＥＵ及び加盟国における事業者間不公正取引に対する規制，ＥＵ公共調達指令
及びこれを国内法化した加盟国の規制のうち下請取引にかかる規制，市場支配的地位の濫用規
制をはじめとする研究課題に関連する事項にかかる日本国内外における文献調査及び聞取調査
順次進め，これら事項にかかる比較法研究の成果から得られた知見に基づいて，日本法上の諸
原理の理論的解明と具体的な解釈論の提示，運用・執行状況の批判的検討を行うこととしてい
た。着手以降，プラットフォーマーによる優越的地位濫用その他の不公正取引が問題になり，
法介入例もみられるようになった。また，独占禁止法等，法律により規制するというのではな
く，労働組合，協同組合制度等を利用することを通じて団体法的な解決をはかることの重要性
が明らかになり，この点においてオーストラリア競争法が他国には存在しない適用免除制度を
備えていることが明らかになった。これらのことを踏まえて，プラットフォームに関する競争
法等の規制及びオーストラリア競争法に調査対象を拡大し，調査研究を遂行することとした。 
 
４．研究成果 
 一連の課題について解明を進めて，論文・学会報告の形で公表した。研究期間中に，巨大プ
ラットフォーム事業者の台頭及び自営型就労者（いわゆる人材）をめぐる市場における競争法
の適用という革新的な動きと課題が競争法分野で顕著になったため，これらの課題にもとりく
み，対応する成果を公表等することができた。また，一連の問題のうち，なかでも，自営的就
労者の法的保護について，労働組合，協同組合等の共同行為規制及び使用者・役務提供を受け
る者に対する独占禁止法上の単独行為規制を用いる方策を国際共同研究を通じて模索し，得ら
れた知見を公表等するとともに，公正取引委員会における「人材と競争政策に関する検討会」
における議論に貢献した。 
 これらの研究を通じて，日本独占禁止法の不公正な取引方法の比較法的位置づけについて一
定の結論を得ることができたため，これを踏まえた著書を執筆し公刊した。また，執行手続上
の課題については示唆を得た上で，その成果の一部を共著論文等としてまとめて公表した。 
 上記課題を探求する上では，独禁法の基本概念である市場，市場支配力ないし市場支配的地
位をその判断基準等にわたって明らかにすることや，技術革新・研究開発が活発に行われる市
場における反競争効果とは何かを探求することが不可欠の課題となる。研究調査の過程で，こ
れら事項についても調査研究し，その成果を論文・学会発表等により公表した。 
 なお，自営型就労者及びエンフォースメントについては，さらに発展的研究について構想し
国際的共同研究に着手しており，これらの研究成果は 2019 年度以降に刊行等していくことを予
定している。  
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